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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、日本と沖縄の関係を、戦時から戦後にかけて政策的な変遷および関
連する問題との関りで分析することである。戦争末期には沖縄および日本の社会が液状化し、沖縄が本土から分
離されるなど、問題が発生した。分析の結果、終戦当時には様々な形で起きた人口移動とそのプロセスを解明で
きた。それぞれの人口移動には個別の要因があり、占領コストの意識変化や異文化間のすれ違いなど、異なる論
理で日本の制度の再編に影響を及ぼしたことが分かった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research was to investigate the relations between 
Okinawa and Japan during and after the Second World War. The end of the war liquefied the societies 
in both regions, which was represented by wartime mobilization, refuge, and displacement, as well as
 postwar demobilization, repatriation and disarmament. Such issues have until recently received 
little attention. This research dealt primarily with repatriation related policies, and their 
relation to occupation costs and intercultural encounters. The research concludes that the three 
themes had significant impact on the formation of the postwar system.
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１．研究開始当初の背景 
 戦時戦後の日本政治および政策に関する
研究は、近年、グローバルおよび比較研究に
よる影響を受けてきた。特に最近、越境的な
課題についての研究が活況を呈しており、戦
時戦後史において 1950 年代および 1970 年代
に次ぐ「第三の波」として新しい研究潮流を
形成してきた。これらの研究は、越境的人口
移動、地域の多元性、異文化コミュニケーシ
ョンの三分野に分類することができる。 
 従来の研究では、沖縄近現代史の位置づけ
は、日本近現代史の枠組みに組み込まれてお
り、「琉球処分」以降の歴史は日本本土の近
代化に追従する単線的な形で描かれ、また占
領体制は専ら東京での民主化に重力が置か
れてきた。一方歴史社会学では、一国史的な
枠組みによって近代日本を把握することの
困難さと、「日本」及び「日本人」の歴史的
経験の多様性に目を向ける必要性が指摘さ
れてきた。 
 このような指摘にもかかわらず、戦後日本
史は日本本土に限定した一国史的な捉え方
が依然根強く浸透してきたといえる。終戦時
の「外地」は、600 万以上の人口を抱えてい
たこと、沖縄と日本では占領組織が異なって
いたこと、さらには占領期には軍官民を問わ
ず様々なレベルで交流が行われていたこと
を踏まえずして、議論されることが多かった。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、日本と沖縄の関係について、引
揚・復員、占領コスト及び文化邂逅という以
下の三つの側面に注目し、日本の戦時戦後史
を比較史的な視点から分析することを研究
目的とした。 
（１）戦時戦後の日本における引揚げ・復員
に伴う人口移動と行政管理システムの多面
性 
 これまでの引揚げ・復員研究の中では、終
戦に伴う人の移動が、日本政府及び連合国占
領当局の一貫した管理体制の下に行われた
ことを前提としており、満州及びシベリア、
さらに東南アジアからの引揚げが中心に取
り上げられてきた（加藤聖文2012、増田2012、
加藤陽子 1995、浅野 2007）。この研究成果を
踏まえた上で、本研究では、特に琉球住民が
「非日本人」の範疇に組み込まれていく過程
について、日本国内での帰還及び送還関連の
事業、行政的取組、港湾都市における管理と
混乱、米軍の動員解除などの諸問題について
明らかにすることを目的とした。さらに、行
政及び市場の規範に基づいた権力の在り方、
占領管理と戦後日本における「民族」及び「境
界」の認識の変容についても検討した。 
（２）太平洋地域における占領コストへの認
識の地域的多元性 
 日本占領に関する研究では、特に米国によ
る占領コストの削減への取組が強調されて
きた（竹前 1983、秦 1976、五百旗頭 1989）。
これらの先行研究に対して、本研究の目的は

占領軍の行政的構造の多様性、南西諸島及び
その他の離島の特殊性、さらに日本国内にお
ける地方各地域への展開の多面性を捉えな
がら、占領における時期的な相違に着目し、
この占領コストへの認識はどのように変化
していたかを明らかにすることだった。 
 特に、米国の陸軍及び海軍による占領地域
の管理、終戦後の連合軍における軍人復員の
実施と占領地域の行政コストの切り下げ、日
本占領への連合国の参加と琉球及び北海道、
九州など日本の地方における占領管理体制
への影響、さらには逆コースの進展を分析し、
中央行政体制の改革と地方における社会の
多元的な在り方を検討した。 
（３）占領行政の多文化的な状況の認識及び
多層的な異文化コミュニケーション 
 日本を越境する人の移動とその管理体制
の問題は、いうまでもなく一国の問題に完結
するものではなく、まさに同時代の世界秩序
と密接に絡むものであった。国民国家単位の
国際体制が世界秩序の原則となった大戦後
の政治体制は、同時に占領者と被占領者の邂
逅を不可避のものとした。戦後初期の日本で
は、占領軍には大陸の政治制度に精通してい
る専門家は少なかった（出口 2017）。そのた
め英米の政治行政的な経験を日本の政治制
度にそのまま当てはめられ，主要な政治改革
が実施された。政治文化論に即せば，行政取
引において二つの異なる文化を持つ集団が
日本の政治体制の変革に携わっていたので
ある。占領者と被占領者では、民主主義に対
する認識が異なり、また両者の間の文化的軋
轢は、制度変革や政策に影響を与えた。今日
に至る日本の行政機構の形態と特徴や沖縄
の分離は，占領者と被占領者のコミュニケー
ションの不足と障害に端を発するものとい
える。本研究では、この占領者と被占領者の
文化邂逅と異文化コミュニケーションが、戦
後日本、沖縄の自己認識及び文化的アイデン
ティティを形成していく過程についての検
討を目的とした。 
 
３．研究の方法 
 本研究は歴史学的な手法に依拠した。研究
方法は主に文献調査とインタビュー調査か
ら成り立っていた。 
（１）第一に文献調査の方法である。本研究
は文献調査を中心にしているため、研究目的
に適している資料を効率的に収集すること
が重要となった。まず現代の学術図書を調査
し、また戦前戦後に沖縄および本土で出版さ
れた文献を中古書あるいは地域図書館所蔵
資料を継続的に収集・使用した。 
 次に、一次資料の分析に努めた。引揚・復
員事業の計画実施及びその組織的な実態を
把握するには占領軍の資料が欠かせない。占
領軍の資料は米国国立公文書館に所蔵され
ているが、多くは日本国立国会図書館の憲政
資料室により長年にわたって収集されてい
るので、研究を効率的に実行するため国内に



所蔵されている資料を定期的に国会図書館
で調査した。マイクロ形式で保存されている
資料もあり、選択的に購入し分析した。他方、
国会図書館の収集は個別政策を対象として
おらず、引揚・復員に関する資料の多くは米
国国立公文書館のみに残っており、今日まで
は注目されてこなかったものもある。研究を
効果的に追求するには米国における調査を
実施することが不可欠であり、平成 26 年度
及び 27 年度の研究開始の早い段階で実施し
た。 
（２）第二の方法はインタビュー調査である。
行政決定の結果は多くの場合公文書に残さ
れており、また行政過程も、資料から解明で
きる場合がある。しかし、行政過程以外の文
脈および関係者の背景、社会的信頼、人間関
係や心理は、公的記録から窺えないことが多
い。そのために、当事者の日記・手紙・回想
記など個人の資料及び聞き取り調査が欠か
せない。本研究では引揚げに関する体験談、
戦後初期の教育や社会の立て直しに関して、
平成 26年度および 27年度に直接の関係者に
貴重な聞き取りを実施した。戦後沖縄の行政
についても、関係者に継続的に聞き取りを行
った。関連課題である占領コスト及び異文化
邂逅については、米軍統治時代の沖縄の関係
者に聞き取りを、平成 27年度および 28 年度
に行った。また、個人資料としては、沖縄お
よび本土における資料館に加え、平成 29 年
度にスタンフォード大学フーバー文書館を
調査した。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は、以下の五つにまとめられ
る。 
（１）第一に、主要な目標として戦時戦後史
における引揚･復員に伴う人口移動の研究に
注目し、人の移動と占領管理の在り方を分析
した。その結果、在外日本人の引揚げと在日
外国人抑留者の送還との関連性について明
らかにし（雑誌論文②）、米軍の動員解除の
占領組織への衝撃を解明した（雑誌論文④）。
また、戦闘の終了に伴う引揚げ・復員のテー
マは本研究の柱であるため、他の成果におい
ても取り上げている。 
（２）第二の成果は終戦時及び占領体制下に
おける占領コストの考え方の移り変わりに
ついてである。まず、計画の段階では米軍が
緩やかで柔軟な占領軍の部隊や兵員の削減
を予想していたことが分かった（雑誌論文
⑤）。しかし、戦闘終結後に占領コストへの
許容度が変化し、兵員の急激な削減は占領政
策において弊害を招いたことが明らかにな
った（雑誌論文③）。 
（３）第三の成果は、占領組織間並びに占領
者と被占領者の間の文化邂逅が占領の進展
に影響を及ぼしたことを明らかにしたこと
である。本報告の成果には加えていないが、
2019 年に刊行予定の図書の第 3章および第 7
章では異文化コミュニケーションの弊害を

指摘し、異なる行政組織間の文化コミュニケ
ーションが沖縄の日本本土からの分離を招
いたプロセスを明らかにしている。また、異
文化のコミュニケーションが占領統治期の
テリトリアリティおよびガバナンスの概念
の基盤をなしていたことも本研究で判明し
ている（雑誌論文①、学会発表⑥③）。 
（４）第四の成果としては、以上で取り上げ
た日本占領下の諸事情を理論的に考察し、よ
り幅の広い比較しやすい枠組みにはめ込ん
だことである。雑誌論文②では Easton の「政
治システム論」について取り上げ Pierson や
Page のフィードバック論批判をさらに発展
し「政策の逆循環」として提唱した。また図
書①の第 12章では Huntington が「第二の波」
として取り上げる日本民主化論に修正を加
え「日本モデル」および「沖縄モデル」とし
て考察した。さらに、学会発表①のように
Beck のリスク社会論との関わりでイラクの
戦後処理について議論を展開した。 
（５）第五の成果は、以上の実証および理論
を国際的な場で公表したのみならず、新たな
研究者組織の構築に貢献したことである。特
に世界国際政治学会（IPSA）において、紛争
及び紛争後の社会の分析に特化した研究委
員会を活性化し、地球規模で紛争および民主
化の比較研究に関わる研究者間のネットワ
ークを形成した。その成果の一つとして、
2017 年にニュージーランドのカンタベリー
大学で開催した研究大会が挙げられる。また
2019 年に同研究大会を長崎大学で開催する
予定であり、その準備を進めている。 
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